
 

（様式１－３） 

南相馬市復興交付金事業計画 復興交付金事業等個票 
令和２年６月時点 

※本様式は１－２に記載した事業ごとに記載してください。 

NO. 36 事業名 罹災者住宅移転発掘調査事業 事業番号 A-4-4 

交付団体 南相馬市 事業実施主体（直接/間接） 南相馬市（直接） 

総交付対象事業費 ２４，０００（千円）  全体事業費 ２４，０００（千円） 

事業概要 

遺跡内における被災した個人の住宅再建に伴い、埋蔵文化財の有無、所在する場合の範囲及び性

質等を明らかにするため、試掘・確認調査を実施する。また、試掘・確認調査の結果、やむを得ず

埋蔵文化財を破壊することになった場合には、記録保存調査を実施する。 

 

○想定される総事業量 

・東日本大震災により半壊以上の被害を受けた住宅数のうち、公共事業による供給戸数を減じた

戸数は３０１件となり、 

・市内の住宅地における周知の埋蔵文化財包蔵地の面積の占める割合は、約１４．５％であるこ

とから、 

試掘・確認調査の対象は、301件×14.5％≒44件となる。 

・また、市内の過去の実績から試掘・確認調査のうち記録保存調査となる割合は、約２０％であ

るため 

記録保存調査件数は、44件×20％＝9件となる。 

 

○事業量想定 

現在の個人住宅建設等の問い合わせ状況から想定すると、試掘・確認調査は平成２５年度まで

に３０件、本発掘調査は３件が想定される。 

なお、本市における個人住宅の面積は５００㎡程度であり、試掘調査はその１０％を対象と

しており、平均的な㎡単価は、試掘調査６千円/㎡、本発掘調査１０千円/㎡である。 

よって、 

平成 25年度の事業量は、 

試掘・確認調査は、30件×500㎡×0.1× 6千円＝ 9,000千円 

本発掘調査は、   3件×500㎡     ×10千円＝15,000千円、となる。 

   

＜南相馬市復興計画 31頁＞ 

○住宅再建の支援 

・震災により被災した市民については、災害救助法による住宅修理のための補助や集団移転事業に

より住宅再建の支援を行います。 

 

＜南相馬市復興計画 37頁＞ 

○災害に強い都市基盤の整備（集団移転、防潮堤・防災林の整備、道路・河川堤防のかさ上げ等） 

・海岸部全延長の防潮堤の整備、河川堤防のかさ上げ、防災林の整備及び道路のかさ上げ等を行う

とともに、防災集団移転促進事業による災害危険区域外への移転を促進するなど、災害に強い都市

基盤の整備を図ります。 

 

当面の事業概要 

＜H25 年度＞ 試掘・確認調査３０件、本発掘調査３件 

 

東日本大震災の被害との関係 

本市の沿岸部は、東日本大震災による津波等により壊滅的な被害を受けたため、災害危険区域と



 

し、区域外への住宅移転を進めている。そのため、防災集団移転、災害公営住宅の建設及び個人で

の住宅移転など、新たな住宅地開発が行われることから、本事業による文化財調査が必要となって

いる。 

 

関連する災害復旧事業の概要 

 

 

 

※効果促進事業等である場合には以下の欄を記載。 

関連する基幹事業 

事業番号  

事業名  

交付団体  

基幹事業との関連性 

 

 

 

 

 

 



 

（様式１－３） 

南相馬市復興交付金事業計画 復興交付金事業等個票 

令和２年６月時点 

※本様式は１－２に記載した事業ごとに記載してください。 

NO. 38 事業名 道路事業（市街地相互の接続道路） 事業番号 Ｄ－1－5 

交付団体 南相馬市 事業実施主体（直接/間接） 南相馬市（直接） 

総交付対象事業費 304,100（千円） 全体事業費 588,200（千円） 

事業概要 

◆ 道路事業（市街地相互の接続道路） 

・ 萱浜雫線（南相馬市原町区雫地区） 

Ｌ＝1,916ｍ，W=6.0(10.0)ｍ 

＜南相馬市復興総合計画 ５９頁＞ 

政策の柱４ 都市基盤・環境・防災 

🔟都市基盤 

㉚道路の網の整備 

 
【事業間流用による経費の変更】（平成 29年 1月 19日） 

残事業費を既配分予算の流用により充当することで、効率的な予算執行を図るため、D-4-3 災害公営住宅整備事業

(原町区)より 153,300千円（国費：H25予算 118,807千円）を流用。これにより、流用後交付対象事業費は 304,100

千円（国費：235,677千円）から 457,400 千円（国費：354,484 千円）に増額。 

 
【事業間流用による経費の変更】（平成 30年 1月 17日） 

残事業費を既配分予算の流用により充当することで、効率的な予算執行を図るため、D-4-3 災害公営住宅整備事業

(原町区)より 130,800千円（国費：H25予算 101,370千円）を流用。これにより、流用後交付対象事業費は 457,400

千円（国費：354,484千円）から 588,200千円（国費：455,854 千円）に増額。 

 

※当該事業を復興ビジョン、復興計画、復興プラン等に位置付けている場合は、該当箇所及び概要も記載してください 

当面の事業概要 

＜平成 25年度＞測量設計 

＜平成 26年度＞測量設計 

＜平成 27年度＞用地取得、改良舗装工 

＜平成 28年度＞用地補償、改良舗装工 

＜平成 29年度＞用地補償、改良舗装工 

＜平成 30～令和元年度＞用地補償、改良舗装工 

東日本大震災の被害との関係 

防災集団移転箇所の東側には幹線道路があるものの、今回の津波により通行できない部分が生じ

たため、新たに防災集団移転箇所を連絡する道路を構築し、震災前のように集落間のコミュニティ

が図れるように整備を図る。 

関連する災害復旧事業の概要 

・被災地域については、農地災害復旧を進めており本事業と調整を行っている。 

※効果促進事業等である場合には以下の欄を記載。 

関連する基幹事業 

事業番号  

事業名  

交付団体  

基幹事業との関連性 

 

 


